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3 メンバーの間の相互評価・  

認定投票方式を採用して代表者を選ぽうとしている集  
団を考えるとき、各メンバーが互いに他者に対して「肯  

定」または「否定」という評価を与えていると仮定する  

のは自然である。つまり、集団の中の各メンバーは、集  

団のメンバー全体を2つに分割し、一方に「肯定」的な  

評価を、そして他方に「否定」的な評価を与えていると  

考える。そして投票の際、各メンバーは自分が「肯定」  

的な評価を与えているメンバーすべてを、かつそのメン  

バーだけを信任するものとする。さらにここでは、各メ  

ンバーは自分自身に対して「肯定」的な評価を持ってい  

るものとする。つまり各メンバーは、自分自身を信任す  

るのである。このようにして与えられたメンバーの間の  

互いの評価を「メンバーの間の相互評価」と呼びeと審  

く。ただし、メンバー全体の集合をⅣ＝（1，2，…，m）と  

したとき、e＝（ei）i∈〃であり、さらにei＝（e高）メ∈〃、  

そして、任意のi，J∈Ⅳに対してe高＝＋or－かつ  

姉＝＋とする。ここでe高は、メンバーょがメンバー  

Jに対して与えている評価で、■それが「肯定」的である  

場合＋を、「否定」的である場合－を割り当てるもの  

とする。  

且 はじめに  

本報告では、ある集団が認定投票方式【3】を用いて代  
表者を選び出す場面を考え、メンバーの間の相互評価の  

構造【1，牡集団内のメンバーの間で起こる説得や妥協  

などの相互作用【7トそして認定投票の結果の間の関係  

を調べる。特に、「あるメンバーによる他のメンバーに  

対する説得が成功するか否かはそのメンバーの間の相互  

評価に依存する【7】」と仮定すると、集団のうち、各メ  
ンバーの票が説得や妥協などの相互作用によって変化す  

ることがないもの、つまり「交渉整合的」な集団は、そ  
の構造が集群化可能性【2】によって特徴付けられること  

を示す。さらに、この特徴付けをもとにして、代表者の  
選択の際に認定投票方式を用いることの利点・欠点につ  

いて考察する。  

2 認定投票方式  

まずはじめに、認定投票方式についての説明をする。  

複数の候補者と複数の投票者がいて、候補者の中から何  

人かを選び出す選挙を考える。通常の投票方式であれば、  

各投票者は自分にとって最も好ましいと考える候補者を  

1人だけ選び、その名前を投票用耗に書き、投票する。  

そして、すべての投票者の票を集計し、集めた票が多い  

候補者から順に当選となる。一方、認定投票方式では、  

各投票者は自分にとって好ましい候補者を何人選んでも  

よい。そのすべてを投票用紙に書くことができるのであ  

る。いいかえれば、各投票者は各候補者に対して信任・  

不信任の投票をするのである。そして、すべての票を集  

計し、信任の票の数が多い候補者から順に当選となる。   

認定投票方式は、投票方法や集計方法の修正により他  

の投票方式を考案するという方向や、投票者による戦略  

的な票の操作の不可能性という側面から研究されてい  

る。実際、YN投票【4トフレキシブル投票【9トmin－YⅣ  

投票【8】などが認定投票方式をもとに考案された投票方  

式であり、また、許容戦略r3】や完全許容戦略【8】といっ  

た概念が、各投票方式の戦略的な票の操作の不可能性の  

評価に用いられている。しかしながら本報告では、認定  

投票方式と投票者の間の相互評価の構造、そして投票者  

の間で起こる説得や妥協などの相互作用の関係を調べた  

い。そのため、特に本報告では、集団がそのメンバーの  

中から代表者を選び出すという状況、つまり投票者すべ  

てが候補者である場面のみ考え、そこで認定投票方式が  

採用されている、という状況を調べていく。  

4 メンバーの間の相互作用  

実際の状況においては、代表者の選出のための投票ま  

でにしばしばメンバーの間で評価についての情報の交  

換が行われ、その結果メンバーが持っている他者に対す  

る評価が変化する。それは例えば、あるメンバーが他者  

に対して説得を行い、その結果説得を受けたメンバーが  

譲歩したりメンバー同士で安協したりするということに  

対応する。本報告では、このようなメンバー同士の情報  

の交換やその結果としての意見の変化を「メンバーの間  

の相互作用」と呼ぶことにする。ここで、互いに他者に  

対して同じ評価を持っているメンバーの間では相互作用  

は起こらず、またもしかりに説得を行っても妥協や譲歩  

が引き出せないような相手に対しては各メンバーは説得  

を行わない、と仮定するのは妥当である。前者は、メン  

バーの間の相互評価eが与えられたとき次のように表  

される。任意の盲，J∈Ⅳについて、もしeflん＝eブlたと  

いうことが任意のた∈〃に対して成り立っているなら  

ば、メンバー古とメンバーJは互いに相互作用を持たな  

い。一方、後者については、次の節で述べる「説得の成  

否についての仮定」に関連して表現される。  
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5 ■説得の成否についての仮定   

本報告では、もしメンバーJがメンバー盲に対して  

「肯定」的な評価を与えているならばメンバー盲のメン  

バーJに対する説得は成功し、もし「否定」的な評価を  

与えているならば失敗する、という仮定をおく。この仮  
定は、「あるメンバーの他者に対する肯定的な評価はそ  

の他者に対する献身的な行動を導き、否定的な評価は攻  

撃的な行動を導く」としている‘ソフト，ゲーム理論の仮  

定【61にも整合するものである。ただしここで「説得の  

成功」とは、説得を受けたメンバーが説得を行ったメン  

バーとまったく同じ評価を持つようになることをいい、  

また「説得の失敗」とは説得を受けたメンバーの評価が  

まったく変化しないことをいう。さらに本報告では、評  

価と説得の成否の間のこの関係はすべてのメンバーの間  

で共通知識になっているものとする。すると、前節での  

「説得を行わない」ということに関する条件は、任意の  

i，ブ∈〃について、もしeJli＝－ならば、メンバー忌  

はメンバーJに対して説得を行わない、と表現される。   

6 交渉整合的な集団   

前節．、そして前々節の仮定を採用することで、各メン  
バーが持っている評価によっては、いくらメンバーの間  

の相互作用のチャンスがあってもそれが起こらないとい  

うことが考えられる。具体的には、任意のメンバー盲に  

ついて、「任意のた∈〃に対してeilた＝eJlたである」  

か「eブ】i＝－である」ということが任意のJ∈Ⅳに対  

して成り立っているときである。この条件が成立してい  

る集団を「交渉整合的」な集団と呼ぶことにする。   

7 集団の集群化可能性   

集団内のメンバーの間の相互評価の構造としては、「分  

離可能性」【1】が代表的である。相互評価が分離可能で  

あるとは、集団のメンバーを2つのグループに分割でき、  

同一のグループ内の2人のメンバーは互いに「肯定」的  

な評価を他者に与えており、異なるグループに属する2  
人のメンバーは互いに他者に対して「否定」的な評価を  

与えている場合をいう。この性質はもともとHeiderの  

認知的均衡理論における相互評価のバランス性【5】を特  

徴づけるものとして提案された。この特徴付けにより、  

意思決定集団は2つの大きな派閥に分割されるべきであ  

るということが主張される場合もある。   

「集群化可能性」は「分離可能性」の一般化として考  

案された。相互評価が集群化可能であるとは、集団をい  

くつかの派閥に分割でき、派閥内部では互いに「肯定」  

的な評価が、派閥間では辛いに「否定」的な評価が持た  

れている場合をいう。バランス性の特徴付けとして分離  
可能性が考案されたのに対して、集群化可能性では逆に  

相互評価のバランス性に類似した概念による特徴付けが  

行われてきた。この特徴付けを得ることで意思決定集団  

が3つ以上の派閥に分割されることが多いことを説明し  

ようというのである。その成功例としてはDavisによる  
もの【2】があるが、これは符号つきグラフの理論の中で  

の数学的な特徴付けであり、社会科学的な意味に乏しい  

ものにとどまっている。   

8 交渉整合性と集群化可能性   

本報告では、交渉整合性が集群化可能性によって特徴  

づけられることを示す。紙面の制約の関係上、ここでは  

証明は省略するが、この特徴付けにより集群化可能性が  

認定投票方式という文脈の中で社会科学的な意味を持つ  

と．いうことが明らかになる。   

9 考察   

本報告ではさらに、上で得られた特徴付けをもとにし  

て、集団内部での代表者の選択の際に認定投票方式を用  

いることの利点・欠点について考察する。これについて  

も紙面の制約により要点のみを述べる。利点は、戦略的  

な票の操作が不可能であるという認定投票方式の性質か  

ら明らかなように、認定投票方式を採用することで、投  

票者の真の意見を知ることができることである。欠点は、  

集群化された集団に対して認定投票方式を用いると、通  

常の多数決方式に比べ、決選投票に陥る可能性が極めて  

高くなるということである。   

詳細については当日の発表で述べることにする。  
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